
 
 
 
 
 

平 成 ２ ７ 年 流 山 市 議 会 第 １ 回 臨 時 会 議 案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 月 ２ ８ 日 招 集 
流 山 市



目      次  
 
 
４０ 専決処分の承認を求めることについて  

（流山市税条例等の一部を改正する条例）  
４１ 専決処分の承認を求めることについて  

（流山市都市計画税条例の一部を改正する条例）  
４２ 副市長の選任について  



議案第 ４０ 号 

 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので同条第３項の規定により報告し、 

承認を求める。 

  平成２７年５月２８日提出 

 流山市長  井 崎 義 治   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 地方税法等の一部を改正する法律が平成２７年３月３１日に

公布され、同年４月１日をもって施行されたことに伴い、平成

２７年度以後の市民税、固定資産税及び軽自動車税の賦課等に

ついて特に緊急を要したため、平成２７年３月３１日付けで専

決処分したので、その承認を求めるためである。 

  



専 決 処 分 書 

 

流山市税条例等の一部を改正する条例の制定について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分する。 

  平成２７年３月３１日 

流山市長  井 崎 義 治   

  



流山市税条例等の一部を改正する条例 

（流山市税条例の一部改正） 

第１条 流山市税条例（昭和２６年流山市条例第８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第２条第２号中「又は名称」を「（法人にあっては、事務所又は事

業所の所在地、名称及び法人番号（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）

第２条第１５項に規定する法人番号をいう。以下同じ。））（法人番

号を有しない者にあっては、事務所又は事業所の所在地及び名称）」

に改め、同条第３号中「又は名称」を「（法人にあっては、事務所又

は事業所の所在地、名称及び法人番号）」に改める。 

第２２条第２項中「法人税法第２条第１２号の１８」を「法第２９２

条第１項第１４号」に改める。 

第３０条第２項の表第 1号オ中「法人税法第２条第１６号」を「法

第２９２条第１項第４号の５」に、「又は同条第１７号の２に規定す

る連結個別資本金等の額（保険業法に規定する相互会社にあっては、

令第４５条の３の２に定めるところにより算定した純資産額）」を

「をいう。以下この表及び第４項において同じ。」に、「この表」を

「この表及び第４項」に改め、同条に次の１項を加える。 

４ 資本金等の額を有する法人（保険業法に規定する相互会社を除

く。）の資本金等の額が、資本金の額及び資本準備金の額の合算額

又は出資金の額に満たない場合における第２項の規定の適用につい

ては、同項の表中「資本金等の額が」とあるのは、「資本金の額及

び資本準備金の額の合算額又は出資金の額が」とする。 

第３２条第２項に次のただし書を加える。 

ただし、同法第６０条の２から第６０条の４までの規定の例によ

らないものとする。 

 第３３条の７第１項第３号中「に規定する学校」の次に「若しくは

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律（平成１８年法律第７７号）第２条第７項に規定する幼保連携型

認定こども園」を加える。 

第３５条の２第８項中「寮等の所在」の次に「、法人番号」を加え

る。 



第３５条の３の３第４項中「第２０３条の５第４項」を「第２０３

条の５第５項」に改める。 

第４５条第６項中「第２条第１２号の７の３」を「第２条第１２号

の７」に、「本項」を「この項」に改める。 

第４６条第３項中「第２条第１２号の７の２」を「第２条第１２号

の６の７」に改める。 

第４７条第２項中第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、同号

の前に次の１号を加える。 

（１）納税義務者の氏名若しくは名称、住所若しくは居所又は事務所若

しくは事業所の所在地及び個人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定す

る個人番号をいう。）若しくは法人番号 

第４９条の３及び第４９条の５中「第１０号の９」を「第１０号の

１０」に改める。 

第５１条の２第１項第１号中「及び氏名」を「、氏名又は名称及び

個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいい、当該書類を

提出する者の同項に規定する個人番号に限る。以下固定資産税につい

て同じ。）又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっ

ては、住所及び氏名又は名称）」に改める。 

第５１条の３第１項第１号及び第２項第１号中「及び氏名」を「、

氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）」に改める。 

第６１条第２項第１号、第６３条の４第１項第１号及び第６３条の

５第１項第１号中「及び氏名又は名称」を「、氏名又は名称及び個人

番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、

住所及び氏名又は名称）」に改める。 

第７９条第２項第２号中「氏名若しくは名称」を「事務所若しくは

事業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号（行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規

定する個人番号をいう。以下この項及び次条において同じ。）又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所又は事

務所若しくは事業所の所在地及び氏名又は名称）」に改める。 



第８０条第２項第１号中「及び住所」を「、住所及び個人番号（個

人番号を有しない者にあっては、氏名及び住所）」に改める。 

第８８条第４項中「施行規則第３４号の２様式又は第３４号の２の

２様式」を「施行規則に定める様式」に改める。 

第１３１条の３第２項第１号中「及び氏名又は名称」を「、氏名又

は名称及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいう。

以下この号において同じ。）又は法人番号（個人番号又は法人番号を

有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）」に改める。 

附則第１条の２の２第１項中「第１４５条第１項」を「第１４４条

の８」に改める。 

附則第３条の３の２第１項中「平成３９年度」を「平成４１年度」

に、「平成２９年」を「平成３１年」に改める。 

附則第５条の前に見出しとして「（個人の市民税の寄附金控除額に

係る申告の特例等）」を付し、同条を次のように改める。 

第５条 法附則第７条第８項に規定する申告特例対象寄附者（次項に

おいて「申告特例対象寄附者」という。）は、当分の間、第３３条

の７第１項及び第２項の規定によって控除すべき金額の控除を受け

ようとする場合には、第３５条の２第４項の規定による申告書の提

出（第３５条の３の規定により当該申告書が提出されたものとみな

される所得税法第２条第１項第３７号に規定する確定申告書の提出

を含む。）に代えて、法第３１４条の７第１項第１号に掲げる寄附

金（以下この項及び次条において「地方団体に対する寄附金」とい

う。）を支出する際、法附則第７条第８項から第１０項までに規定

するところにより、地方団体に対する寄附金を受領する地方団体の

長に対し、同条第８項に規定する申告特例通知書（以下この条にお

いて「申告特例通知書」という。）を送付することを求めることが

できる。 

２ 前項の規定による申告特例通知書の送付の求め（以下この条にお

いて「申告特例の求め」という。）を行った申告特例対象寄附者は、

当該申告特例の求めを行った日から賦課期日までの間に法附則第７

条第１０項第１号に掲げる事項に変更があったときは、同条第９項

に規定する申告特例対象年（次項において「申告特例対象年」とい



う。）の翌年の１月１０日までに、当該申告特例の求めを行った地

方団体の長に対し、施行規則で定めるところにより、当該変更があ

った事項その他施行規則で定める事項を届け出なければならない。 

３ 申告特例の求めを受けた地方団体の長は、申告特例対象年の翌年

の１月３１日までに、法附則第７条第１０項の規定により申請書に

記載された当該申告特例の求めを行った者の住所（同条第１１項の

規定により住所の変更の届出があったときは、当該変更後の住所）

の所在地の市町村長に対し、施行規則で定めるところにより、申告

特例通知書を送付しなければならない。 

４ 申告特例の求めを行った者が、法附則第７条第１３項各号のいず

れかに該当する場合において、同項前段の規定の適用を受けるとき

は、前項の規定による申告特例通知書の送付を受けた市町村長は、

当該申告特例の求めを行った者に対し、その旨の通知その他の必要

な措置を講ずるものとする。 

 附則第５条の２を附則第５条の２の２とし、附則第５条の次に次の

１条を加える。 

第５条の２ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に地方団体に対

する寄附金を支出し、かつ、当該納税義務者について前条第３項の

規定による申告特例通知書の送付があった場合（法附則第７条第

１３項の規定によりなかったものとみなされる場合を除く。）にお

いては、法附則第７条の２第４項に規定するところにより控除すべ

き額を、第３３条の７第１項及び第２項の規定を適用した場合の所

得割の額から控除するものとする。 

附則第５条の３第５項中「附則第１５条第３７項」を「附則第１５

条第３９項」に改め、同条第６項中「附則第１５条第３８項」を「附

則第１５条第４０項」に改め、同条に次の１項を加える。 

７ 法附則第１５条の８第４項に規定する市町村の条例で定める割

合は３分の２とする。 

 附則第５条の４第１項第１号及び第２項第１号中「及び氏名又は

名称」を「、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又

は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）」に

改め、同条第３項第１号中「及び氏名」を「、氏名又は名称及び個

人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあって



は、住所及び氏名又は名称）」に改め、同条第４項第１号、第５項

第１号、第６項第１号、第７項第１号、第８項第１号、第９項第１

号及び第１０項第１号中「及び氏名又は名称」を「、氏名又は名称

及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者に

あっては、住所及び氏名又は名称）」に改める。 

附則第６条の見出し中「平成２４年度から平成２６年度まで」を

「平成２７年度から平成２９年度まで」に改める。 

附則第６条の２の見出し中「平成２５年度又は平成２６年度」を

「平成２８年度又は平成２９年度」に改め、同条第１項中「平成２５

年度分又は平成２６年度分」を「平成２８年度分又は平成２９年度分」

に改め、同条第２項中「平成２５年度適用土地」を「平成２８年度適

用土地」に、「平成２５年度類似適用土地」を「平成２８年度類似適

用土地」に、「平成２６年度分」を「平成２９年度分」に改める。 

  附則第７条の前の見出し中「平成２４年度から平成２６年度まで」

を「平成２７年度から平成２９年度まで」に改め、同条中「平成２４

年度から平成２６年度まで」を「平成２７年度から平成２９年まで」

に改める。 

附則第７条の２中「（平成２１年法律第９号）附則第９条第１項の

規定により、平成２４年度から平成２６年度まで」を「（平成２７年

法律第２号）附則第１８条第１項の規定により、平成２７年度から平

成２９年度まで」に改める。 

附則第８条（見出しを含む。）及び第８条の３中「平成２４年度か

ら平成２６年度まで」を「平成２７年度から平成２９年度まで」に改

める。 

 附則第８条の４第２項第１号、第３項第１号及び第４項第１号中

「及び氏名」を「、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番

号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）」

に改める。 

 附則第１０条第１項中「平成２４年度から平成２６年度まで」を

「平成２７年度から平成２９年度まで」に改め、同条第２項中「平成

２７年３月３１日」を「平成３０年３月３１日」に改める。 

 附則第１１条を次のように改める。 

 （軽自動車税の税率の特例） 



第１１条 法附則第３０条第１項第１号及び第２号に規定する三輪以

上の軽自動車に対する第７４条の規定の適用については、当該軽自

動車が平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に初

めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番号の指

定（次項及び第３項において「初回車両番号指定」という。）を受

けた場合において、平成２８年度分の軽自動車税に限り、次の表の

左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第７４条第２号ア ３，９００円 １，０００円 

６，９００円 １，８００円 

１０，８００円 ２，７００円 

３，８００円 １，０００円 

５，０００円 １，３００円 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に規定する三輪以上の軽

自動車（ガソリンを内燃機関の燃料として用いるものに限る。次項

において同じ。）に対する第７４条の規定の適用については、当該

軽自動車が平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合において、平成２８年度分の軽自

動車税に限り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第７４条第２号ア ３，９００円 ２，０００円 

６，９００円 ３，５００円 

１０，８００円 ５，４００円 

３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に規定する三輪以上の軽

自動車（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第７４

条の規定の適用については、当該軽自動車が平成２７年４月１日か

ら平成２８年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合

において、平成２８年度分の軽自動車税に限り、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句に読み替えるものとする。 



第７４条第２号ア ３，９００円 ３，０００円 

６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 

  附則第１１条の２を次のように改める。 

 第１１条の２ 削除 

 （流山市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 流山市税条例等の一部を改正する条例（平成２６年流山市条例

１０号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中流山市税条例附則第１１条の改正規定を次のように改める。 

 附則第１１条第３項中「附則第３０条第３項第１号」を「附則第３０

条第５項第１号」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項中「附

則第３０条第２項第１号」を「附則第３０条第４項第１号」に改め、

同項を同条第３項とし、同条第１項中「附則第３０条第１項第１号」

を「附則第３０条第３項第１号」に、「初めて道路運送車両法第６０

条第１項後段の規定による車両番号の指定（次項及び第３項において

「初回車両番号指定」という。）」を「初回車両番号指定」に改め、

同項を同条第２項とし、同項の前に次の１項を加える。 

  法附則第３０条第１項に規定する三輪以上の軽自動車に対する当 

該軽自動車が初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定によ

る車両番号の指定(以下この条において「初回車両番号指定」とい

う。)を受けた月から起算して１４年を経過した月の属する年度以後

の年度分の軽自動車税に係る第７４条の規定の適用については、当

分の間、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第７４条第２号ア ３，９００円 ４，６００円 

 ６，９００円 ８，２００円 

 １０，８００円 １２，９００円 

 ３，８００円 ４，５００円 

 ５，０００円 ６，０００円 

  附則第１条第３号中「第７４条の改正規定」を「第７４条第２号ア



の改正規定（「３，６００円」に係る部分を除く。）」に、「附則第

４条」を「附則第４条第１項」に改め、同条第４号中「第４７条の２

第１項及び」の次に「第７４条第１号の改正規定、同条第２号アの改

正規定（「３，６００円」に係る部分に限る。）並びに同条第３号の

改正規定並びに」を加え、「附則第５条」を「附則第４条第２項、第

５条」に改める。 

  附則第４条中「第７４条」を「第７４条第２号ア（「３，６００円」

に係る部分を除く。）」に改め、同条に次の１項を加える。 

 ２ 新条例第７４条第１号、第２号ア（「３，６００円」に係る部分

に限る。）及び第３号の規定は、平成２８年度以後の年度分の軽自

動車税について適用し、平成２７年度分までの軽自動車税について

は、なお従前の例による。 

附則第６条の表中「附則第１１条」を「附則第１１条第１項」に、 

「流山市税条例」を「流山市税条例等」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１）第２条中流山市税条例等の一部を改正する条例附則第１条第３号

及び第４号並びに第４条の改正規定 公布の日 

（２）第１条中流山市税条例第３２条第２項及び第３５条の３の３第４

項の改正規定並びに次条第２項の規定 平成２８年１月１日 

（３）第１条中流山市税条例第２２条第２項の改正規定並びに附則第１

条の２の２第１項及び附則第１１条の２の改正規定並びに次条第７

項及び附則第５条の規定 平成２８年４月１日 

（４）第１条中流山市税条例第２条第２号及び第３号、第３５条の２第

８項、第４７条第２項各号、第５１条の２第１項第１号、第５１条

の３第１項第１号及び第２項第１号、第６１条第２項第１号、第

６３条の４第１項第１号、第６３条の５第１項第１号、第７９条第

２項第２号、第８０条第２項第１号及び第１３１条の３第２項第１

号の改正規定並びに附則第５条の４第１項第１号、第２項第１号、

第３項第１号、第４項第１号、第５項第１号、第６項第１号、第７

項第１号、第８項第１号、第９項第１号及び第１０項第 1号、第８



条の４第２項第１号、第３項第１号及び第４項第１号の改正規定並

びに次条第３項及び第８項、附則第３条第２項、第４条第１項並び

に第６条の規定 行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）附則第１条第

４号に掲げる規定の施行の日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の流山市

税条例（以下「新条例」という。）の規定中個人の市民税に関する部

分は、平成２７年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平

成２６年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３２条第２項の規定は、平成２８年度以後の年度分の個人

の市民税について適用し、平成２７年度分までの個人の市民税につい

ては、なお従前の例による。 

３ 新条例第４７条第２項第１号の規定は、前条第４号に掲げる規定の

施行の日以後に提出する申請書について適用する。 

４ 新条例附則第５条の規定は、市民税の所得割の納税義務者が施行日

以後に支出する新条例附則第５条第１項に規定する地方団体に対する

寄附金について適用する。 

５ 新条例附則第５条の２の規定は、平成２８年度以後の年度分の個人

の市民税について適用する。 

６ 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中法人の市民税に関す

る部分は、この条例の施行の日以後に開始する事業年度分の法人の市

民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民税について

適用し、同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開

始した連結事業年度分の法人の市民税については、なお従前の例によ

る。 

７ 新条例第２２条第２項の規定は、前条第３号に掲げる規定の施行の

日以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する

連結事業年度分の法人の市民税について適用し、同日前に開始した事

業年度分の法人の市民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法人

の市民税については、なお従前の例による。 

８ 新条例第３５条の２第８項の規定は、前条第４号に掲げる規定の施

行の日以後に行われる新条例第３５条の２第８項の規定による申告に



ついて適用し、同日前に行われるこの条例による改正前の流山市税条

例（以下「旧条例」という。）第３５条の２第８項の規定による申告

については、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関

する部分は、平成２７年度以後の年度分の固定資産税について適用し、

平成２６年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第５１条の２第１項第１号、第５１条の３第１項第１号及び

第２項第１号、第６１条第２項第１号、第６３条の４第１項第１号並

びに第６３条の５第１項第１号並びに附則第５条の４第１項第１号、

第２項第１号、第３項第１号、第４項第１号、第５項第１号、第６項

第１号、第７項第１号、第８項第１号、第９項第１号及び第１０項第

１号、第８条の４第２項第１号、第３項第１号及び第４項第１号の規

定は、附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日以後に提出する新条

例第５１条の２第１項並びに第５１条の３第１項及び第２項に規定す

る申出書並びに新条例第６１条第２項及び附則第８条の４第３項及び

第４項に規定する申請書又は新条例第６３条の４第１項及び第６３条

の５第１項並びに附則第５条の４各項、第８条の４第２項に規定する

申告書について適用し、同日前に提出した旧条例第５１条の２第１項

並びに第５１条の３第１項及び第２項に規定する申出書、旧条例第６１条

第２項に規定する申請書又は旧条例第６３条の４第１項及び第６３条

の５第１項並びに附則第５条の４各項及び第８条の４第２項に規定す

る申告書については、なお従前の例による。 

３ 新条例附則第５条の３第７項の規定は、平成２７年４月１日以後に

新築される新法附則第１５条の８第４項に規定するサービス付き高齢

者向け住宅である貸家住宅に対して課すべき平成２８年度以後の年度

分の固定資産税について適用する。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例第７９条第２項第２号及び第８０条第２項第１号の規定

は、附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日以後に提出する新条例

第７９条第２項並びに第８０条第２項及び第３項に規定する申請書に

ついて適用し、同日前に提出した旧条例第７９条第２項並びに第８０

条第２項及び第３項に規定する申請書については、なお従前の例によ



る。 

２ 新条例附則第１１条の規定は、平成２８年度分の軽自動車税につい

て適用する。 

 （市たばこ税に関する経過措置） 

第５条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第３号に掲げる規定

の施行の日前に課した、又は課すべきであった旧条例附則第１１条の

２に規定する喫煙用の紙巻たばこ（以下この条において「紙巻たばこ

３級品」という。）に係る市たばこ税については、なお従前の例によ

る。 

２ 次の各号に掲げる期間内に、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第４６５条第１項に規定する売渡し又は同条第２項に規定する売渡し

若しくは消費等が行われる紙巻たばこ３級品に係る市たばこ税の税率

は、新条例第８５条の規定にかかわらず、当該各号に定める税率とす

る。 

（１）平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで １，０００

本につき２，９２５円 

（２）平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで １，０００

本につき３，３５５円 

（３）平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで １，０００

本につき４，０００円 

３ 前項の規定の適用がある場合における新条例第８８条第１項から第

４項までの規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替え

るものとする。 

第８８条第１項 施行規則に定める様式

による申告書 

地方税法施行規則の

一部を改正する省令

（平成２７年総務省

令第３８号）による

改正前の地方税法施

行規則（以下この節

において「平成２７

年改正前の地方税法 



  施 行 規 則 」 と い

う。）に定める様式

による申告書 

第８８条第２項 施行規則に定める様式 平成２７年改正前の

地方税法施行規則に

定める様式 

第８８条第３項 施行規則に定める様式 

による申告書  

平成２７年改正前の 

地方税法施行規則に 

定める様式による申 

告書 

第８８条第４項 施行規則に定める様式 平成２７年改正前の

地方税法施行規則に

定める様式 

４ 平成２８年４月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡

し又は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費等（同法第４６９条

第１項第１号及び第２号に規定する売渡しを除く。以下この条におい

て同じ。）が行われた紙巻たばこ３級品を同日に販売のため所持する

卸売販売業者等（新条例第８２条第１項に規定する卸売販売業者等を

いう。以下この条において同じ。）又は小売販売業者がある場合にお

いて、これらの者が所得税法等の一部を改正する法律（平成２７年法

律第９号。以下「所得税法等改正法」という。）附則第５２条第１項

の規定により製造たばこの製造者として当該紙巻たばこ３級品を同日

にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみなして同項

の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、これらの者が卸

売販売業者等として当該紙巻たばこ３級品（これらの者が卸売販売業

者等である場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が小

売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該紙巻たばこ３級

品を直接管理する営業所において所持されるものに限る。）を同日に

小売販売業者に売り渡したものとみなして、市たばこ税を課する。こ

の場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみな

さ れ る 紙 巻 た ば こ ３ 級 品 の 本 数 と し 、 当 該 市 た ば こ 税 の 税 率 は 、  

１，０００本につき４３０円とする。 

５ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は営業所ごとに、



地方税法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第２号。以下「平

成２７年改正法」という。）附則第２０条第４項に規定する申告書を

平成２８年５月２日までに市長に提出しなければならない。 

６ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成２８年９月３０日ま

でに、その申告に係る税金を地方税法施行規則（昭和２９年総理府令

第２３号。以下「施行規則」という。）に定める様式による納付書に

よって納付しなければならない。 

７ 第４項の規定により市たばこ税を課する場合においては、同項から

前項までに規定するもののほか、新条例第１８条、第８８条第４項及

び第５項、第９０条の２並びに第９１条の規定を適用する。この場合

において、次の表の左欄に掲げる新条例の規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第１８条 第８８条第１項若し

くは第２項、 

流山市税条例等の一

部 を 改 正 す る 条 例

（平成２７年流山市

条例第２０号。以下

この条及び第２章第

４節において「平成

２７年改正条例」と

いう。）附則第５条

第６項、 

第１８条第２号 第８８条第１項若し

くは第２項 

平成２７年改正条例

附則第５条第５項 

第１８条第３号 第４５条第１項の申

告書（法第３２１条

の８第２２項及び第

２３項の申告書を除

く。）、第８８条第

１項若しくは第２項

の 申 告 書 又 は 第 

１３１条第１項の申 

平成２７年改正条例

附則第５条第６項の

納期限 

   



 告書でその提出期限  

第８８条第４項 施行規則に定める様

式 

平成２７年改正法附

則第２０条第４項の

規定 

第８８条第５項 第１項又は第２項 平成２７年改正条例

附則第５条第６項 

第９０条の２第１

項 

第８８条第１項又は

第２項 

平成２７年改正条例

附則第５条第５項 

該当各項 同項 

第９１条第２項 第８８条第１項又は

第２項 

平成２７年改正条例

附則第５条第６項 

８ 卸売販売業者等が、販売契約の解除その他やむを得ない理由により、

市の区域内に小売販売業者の営業所の所在する小売販売業者に売り渡

した紙巻たばこ３級品のうち、第４項の規定により市たばこ税を課さ

れた、又は課されるべきものの返還を受けた場合には、当該市たばこ

税に相当する金額を、新条例第８９条の規定に準じて、同条の規定に

よる当該紙巻たばこ３級品につき納付された、又は納付されるべき市

たばこ税額に相当する金額に係る控除又は還付に併せて、当該卸売販

売業者等に係る市たばこ税額から控除し、又は当該卸売販売業者等に

還付する。この場合において、当該卸売販売業者等が新条例第８８条

第１項から第３項までの規定により市長に提出すべき申告書には、当

該返還に係る紙巻たばこ３級品の品目ごとの本数についての明細を記

録した施行規則に定める様式による書類を添付しなければならない。 

９ 平成２９年４月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡

し又は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費等が行われた紙巻た

ばこ３級品を同日に販売のため所持する卸売販売業者等又は小売販売

業者がある場合において、これらの者が所得税法等改正法附則第５２

条第８項の規定により製造たばこの製造者として当該紙巻たばこ３級

品を同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみな

して同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、これら

の者が卸売販売業者等として当該紙巻たばこ３級品（これらの者が卸

売販売業者等である場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これら



の者が小売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該紙巻た

ばこ３級品を直接管理する営業所において所持されるものに限る。）

を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなして、市たばこ税を課

する。この場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したも

のとみなされる紙巻たばこ３級品の本数とし、当該市たばこ税の税率

は、１，０００本につき４３０円とする。 

１０ 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を

課する場合について準用する。この場合において、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句に読み替えるものとする。 

第５項 前項 第９項 

附則第２０条第４項 附則第２０条第１０項

において準用する同条

第４項 

平成２８年５月２日 平成２９年５月１日 

第６項 平成２８年９月３０

日 

平成２９年１０月２日 

第７項の表以外の

部分 

第４項 第９項 

から 、第５項及び 

第７項の表第１８

条の項 

附則第５条第６項 附則第５条第１０項に

おいて準用する同条第

６項 

第７項の表第１８

条第２号の項 

附則第５条第５項 附則第５条第１０項に

おいて準用する同条第

５項 

第７項の表第１８

条第３項の項 

附則第５条第６項 附則第５条第１０項に

おいて準用する同条第

６項 

第７項の表第８８

条第４項の項 

附則第２０条第４項 附則第２０条第１０項

において準用する同条

第４項 

   



第７項の表第８８

条第５項の項 

附則第５条第６項 附則第５条第１０項に

おいて準用する同条第

６項 

第７項の表第９０

条の２第１項の項 

附則第５条第５項 附則第５条第１０項に

おいて準用する同条第

５項 

第７項の表第９１

条第２項の項 

 

附則第５条第６項 

 

 

附則第５条第１０項に

おいて準用する同条第 

６項 

第８項 第４項 第９項 

１１ 平成３０年４月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売

渡し又は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費等が行われた紙巻

たばこ３級品を同日に販売のため所持する卸売販売業者等又は小売販

売業者がある場合において、これらの者が所得税法等改正法附則第５

２条第１０項の規定により製造たばこの製造者として当該紙巻たばこ

３級品を同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものと

みなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、こ

れらの者が卸売販売業者等として当該紙巻たばこ３級品（これらの者

が卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、こ

れらの者が小売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該紙

巻たばこ３級品を直接管理する営業所において所持されるものに限

る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなして、市たばこ

税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り渡

したものとみなされる紙巻たばこ３級品の本数とし、当該市たばこ税

の税率は、１，０００本につき６４５円とする。 

１２ 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を

課する場合について準用する。この場合において、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句に読み替えるものとする。 

第５項 前項 第１１項 

附則第２０条第４項 附則第２０条第１２

項において準用する 



  同条第４項 

平成２８年５月２日 平成３０年５月１日 

第６項 平成２８年９月３０

日 

平成３０年１０月１

日 

第７項の表以外の

部分 

第４項 第１１項 

から 、第５項及び 

第７項の表第１８

条の項 

附則第５条第６項 附則第５条第１２項

において準用する同 

条第６項 

第７項の表第１８

条第２号の項 

附則第５条第５項 附則第５条第１２項

において準用する同

条第５項 

第７項の表第１８

条第３号の項 

附則第５条第６項 附則第５条第１２項

において準用する同

条第６項 

第７項の表第８８

条第４項の項 

附則第２０条第４項 附則第２０条第１２

項において準用する

同条第４項 

第７項の表第８８

条第５項の項 

附則第５条第６項 附則第５条第１２項

において準用する同

条第６項 

第７項の表第９０

条の２第１項の項 

附則第５条第５項 附則第５条第１２項

において準用する同

条第５項 

第７項の表第９１

条第２項の項 

附則第５条第６項 附則第５条第１２項

において準用する同

条第６項 

第８項 第４項 第１１項 

１３ 平成３１年４月１日前に法第４６５条第１項に規定する売渡し又

は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費等が行われた紙巻たばこ

３級品を同日に販売のため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者

がある場合において、これらの者が所得税法等改正法附則第５２条第



１２項の規定により製造たばこの製造者として当該紙巻たばこ３級品

を同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみなし

て同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、これらの

者が卸売販売業者等として当該紙巻たばこ３級品（これらの者が卸売

販売業者等である場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの

者が小売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該紙巻たば

こ３級品を直接管理する営業所において所持されるものに限る。）を

同日に小売販売業者に売り渡したものとみなして、市たばこ税を課す

る。この場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したもの

とみなされる紙巻たばこ３級品の本数とし、当該市たばこ税の税率は、

１，０００本につき１，２６２円とする。 

１４ 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により、市たばこ税

を課する場合について準用する。この場合において、次の表の左欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句に読み替えるものとする。 

第５項 前項 第１３項 

附則第２０条第４項 附則第２０条第１４

項において準用する

同条第４項 

平成２８年５月２日 平成３１年４月３０

日 

第６項 平成２８年９月３０

日 

平成３１年９月３０

日 

第７項の表以外の部

分 

第４項 第１３項 

から 、第５項及び 

第７項の表第１８条

の項 

附則第５条第６項 附則第５条第１４項

において準用する同

条第６項 

第７項の表第１８条

第２号の項 

附則第５条第５項 附則第５条第１４項

において準用する同

条第５項 

   



第７項の表第１８条

第３号の項 

附則第５条第６項 附則第５条第１４項

において準用する同

条第６項 

第７項の表第８８条

第４項の項 

附則第２０条第４項 附則第２０条第１４

項において準用する

同条第４項 

第７項の表第８８条

第５項の項 

附則第５条第６項 附則第５条第１４項

において準用する同

条第６項 

第７項の表第９０条

の２第１項の項 

附則第５条第５項 附則第５条第１４項

において準用する同

条第５項 

第７項の表第９１条

第２項の項 

附則第５条第６項 附則第５条第１４項

において準用する同

条第６項 

第８項 第４項 第１３項 

（特別土地保有税に関する経過措置） 

第６条 新条例第１３１条の３第２項第１号の規定は、附則第１条第４

号に掲げる規定の施行の日以後に提出する同項に規定する申請書につ

いて適用し、同日前に提出した旧条例第１３１条の３第２項に規定す

る申請書については、なお従前の例による。 

 

 



議案第 ４１ 号 

 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、

承認を求める。 

  平成２７年５月２８日提出 

流山市長  井 崎 義 治   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 地方税法等の一部を改正する法律が平成２７年３月３１日に 

    公布され、都市計画税に係る部分が同年４月１日をもって施行

されたことに伴い、平成２７年度以後の都市計画税の賦課につ

いて特に緊急を要したため、平成２７年３月３１日付けで専決

処分したので、その承認を求めるためである。 

 

 

 

 

  



専 決 処 分 書 

 

 流山市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙

のとおり専決処分する。 

  平成２７年３月３１日 

流山市長  井 崎 義 治   

 

 

 

 

  



   流山市都市計画税条例の一部を改正する条例 

流山市都市計画税条例（昭和３２年流山市条例第１号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第２項中「又は第２８項」を「、第２８項又は第３０項から第

３３項まで」に改める。 

附則第２項の前の見出し、同項から附則第７項まで及び附則第８項（見

出しを含む。）中「平成２４年度から平成２６年度まで」を「平成２７年

度から平成２９年度まで」に改める。 

附則第１０項中「平成２４年度から平成２６年度まで」を「平成２７

年度から平成２９年度まで」に、「流山市税条例」を「市税条例」に改め

る。 

附則第１１項中「平成２４年度から平成２６年度まで」を「平成２７

年度から平成２９年度まで」に改める。 

附則第１４項中「第１１項、第１５項から第２２項まで、第２４項、

第２６項、第３０項若しくは第４０項」を「第１３項、第１７項から第

２４項まで、第２６項、第２８項、第３２項若しくは第４２項」に、「第

２８項」を「第３０項から第３３項まで」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の流山市都市計画税条例の規定は、平成２７

年度以後の年度分の都市計画税について適用し、平成２６年度分まで

の都市計画税については、なお従前の例による。 

 

 

 

 



議案第 ４２ 号  
 
 
   副市長の選任について  
 流山市副市長に次の者を選任したいので、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１６２条の規定により、議会の同意を求める。  
 
１ 氏  名  石原 重雄  
２ 住  所  野田市○○○○○○○  
３ 生年月日  昭和○○年○○月○○日  
  平成２７年５月２８日提出  

流山市長  井 崎 義 治  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
提案理由 流山市副市長石原重雄氏の任期が平成２７年６月１５日をも

って満了することに伴い、引き続き同氏を選任するに当たり議

会の同意を求めるためである。



参考添付  
経     歴     書  

氏   名 石原 重雄  
現 住 所 野田市○○○○○○○  
生 年 月 日  昭和○○年○○月○○日  

経   歴  

昭.48. 3    東洋大学経済学部卒業 

昭.48. 4 
} 共同印刷株式会社勤務 

昭.49. 3 

 

昭.49.10 流山市職員（一般職） 

 

平. 2. 7 市長公室秘書課長 

 

平. 3. 5 水道局業務課長 

 

平. 4. 4 市民生活部参事兼市民ふれあいセンター相馬

ユートピア所長 

 

平. 5. 4 都市局建築緑地部公園緑地課長 

 

平. 9. 4 保健福祉部厚生課保健福祉総合対策室長 

 

平.10. 4 介護保険準備室長兼任 

 

平.11. 7 保健福祉部介護支援課長 

 

平.14. 4 保健福祉部次長兼障害者支援課長 

 

平.15. 6  流山市職員（一般職）退職 

 

平.15. 6  流山市助役 

 

平.19. 4 流山市副市長 

 

      現在に至る。 

 



 


